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要約 

 

近年，「ゲリラ豪雨」をはじめとする猛烈な降雨現象が頻発し，都市型水害による被害

が増加している．被害が局所的に発生し，従来型の水害対策のみでは対応が難しいため，

行政は被害軽減を目指して，水害履歴や氾濫シミュレーションなどを基に水害危険度情報

を作成・広報している．水害危険度情報は，避難経路の検討・居住地域の見直しなど防災

対策への活用が期待されているが，地域で有効に利用されている例は少なく，地域住民・

社会が有する水害危険度情報に対する認識の強さは明らかではない． 

この水害危険度に対する地域住民・社会の認識の強さを定量的に評価する方法として，

地価に着目した研究が行われている．水害危険度に対する認識は地価へと反映されるとの

仮説の下，客観的に設定した水害危険度と地価との関係の分析から，認識の強さを評価す

る．先行研究では，一時点の公示地価や短期間の取引価格を用いた地域間比較や，多時点

の公示地価を用いた時系列比較を通して水害危険度に対する認識の強さを評価している．

しかし，水害危険度以外の地価形成要因も異なる地域間の比較では，得られた結果が水害

危険度に対する認識だけによるものかを判断することは難しく，公示地価を用いた時系列

比較では，水害危険度の局所的な違いの分析には地価公示点の空間配置密度が十分に高く

ない点，水害危険度の時系列変化の分析には公示地価の公表が 1 年に 1 回と頻度が低く，

また公示地価作成の過程で時間遅れが生じる点などから，水害危険度に対する認識の変化

を正確に分析することは難しい． 

そこで本研究では，より高密度・高頻度に情報が記録されており，不動産市場における

評価を即座に反映する不動産取引価格を用いて，同一地域における地域住民・社会の水害

危険度に対する認識の変化を分析し，水害危険度情報に対する認識の変化が地価に反映さ

れているか否かを確認することを目指す．事例として，東京都神田川流域を対象に，国土

交通省土地鑑定委員会が収集した取引事例データから 2001 年から 2013 年までの更地取引

価格を用いて，半年単位で変化時点を分析する．神田川は，以前はほぼ毎年，堤外地の河

川を流れる水が溢水・破堤などで堤内地に流入する外水氾濫による被害をもたらす都市型

中小河川であった。近年，治水事業の進展，特に 2005 年の環状 7 号線地下調整池の第二次

供用開始，により治水機能が大幅に向上したため，外水氾濫のみならず，市街地などの堤

内地への降雨が排水能力を超え浸水する内水氾濫による被害も激減している．このため，

地域住民の水害危険度に対する認識に変化が生じたことが期待される．また，中・上流域

では河川近辺とその周囲との標高差が大きく，水害危険度以外の土地条件の違いが小さく，

水害危険度の大小のみに着目した比較が容易であるという利点が存在する． 

本研究では，国土交通省水害区域図に記された水害氾濫履歴地域から作成する水害危険

地域を表すダミー変数や，交通利便性などその他の地価形成要因を説明変数として設定し

た地価関数を用いて，水害危険地域ダミーに対するパラメータの変化時点を推定する．し

かし，被説明変数として用いる取引価格には，売り急ぎなどの取引当事者の個別事情が反



映されていることや，時期による取引地点・物件属性の違いが含まれることが原因で，地

価関数の推定パラメータが不安定となる．そこで，ほぼ定点観測が行われており，地価算

定時に不動産鑑定評価を経ている公示地価を用いて水害危険度以外の地価形成要因のパラ

メータを推定して，取引価格から水害危険度以外の影響を取り除いた上で，浸水履歴に基

づく水害危険地域設定と地価との関係を分析した． 

分析により，外水・内水氾濫の履歴地域等の水害危険度の存在が比較的明確な地域では，

2005 年 9 月に発生した集中豪雨による水害や東日本大震災を経ても取引価格に大きな変化

が生じていないという結果が得られた．不動産の価格は価格形成要因に影響を受けるが，

既に水害の危険が明確な地域では，価格形成要因に災害の発生の危険性が織り込まれてお

り，これを前提とした価格水準が形成されていると考えられる． 

一方，内水氾濫履歴地域の周辺地域においては，東日本大震災以降，約 14％も取引価格

が下落したという分析結果が得られた．これは過去に内水氾濫が起きたことが無かった地

域においては，災害発生の危険性が認識されておらず，価格形成要因に織り込まれていな

かったが，震災により需要者の意識の中にそれが顕在化され，価格形成要因の一つになっ

たことにより，取引価格が下落したものと考えられる．つまり，災害危険度が顕在化して

いる地域ではそれを織り込んだ低い取引水準が形成されており，一方，もともと災害危険

度が認知されていない地域においては，これが顕在化することにより価格形成要因の一つ

となり，取引価格の水準を下落させたと考えられる． 

不動産鑑定評価基準においては，「不動産の価格は，多数の要因の相互作用の結果とし

て形成されるものであるが，要因それ自体も常に変動する傾向を持っている．」とあるが，

本分析結果からもこのことが確認できた．つまり，内水氾濫履歴の周辺地域では，東日本

大震災以前は水害の発生の危険性という価格形成要因はあまり認識されていなかったが，

震災後に災害発生リスクが顕在化し，それが価格に大きな影響を与えるように変化したこ

とが確認された． 
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